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論文
ワーキング・レッサ一体系による
日本家計の支出行動の分析
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付録需要方程式 ((4武）の導出
第 1節序
第2次大戦後半世紀近くが経過したが，その間日本は比較的短期間の復興期
を経て飛躍的な経済成長を遂げてきた。
本稿では， 1953年から 1989年の 37年間のデークを用いて， 期間中における
日本の家計部門の支出行動についてその変化，変質に留意しながら分析を行な
う。
分析に用いるモデルとしてワーキング・レッサー(Working-Leser)体系 (17,
29)を用いる。本来のワーキング・レッサー体系は需要量を総消費支出額（以
下，所得と表記する）のみの関数とするモデルであるが， 本稿では価格の影響
（代替効果）をも考慮にいれ，また推定すべきパラメークー数を減らすため各財
の選好が独立である（各財の限界効用が自財の需要量のみに依存し，他財の需要量とは
無関係である）場合を仮定した定式化を用いた。このモデルを用いて， 期間中
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の各品目の所得・価格弾力性，質的•生計費指数などを算出して，約40年にわ
たる日本の消費動向について考察を行なった。
また，統計学的な見地から，このモデルのフィットの良さについても検討を
行なった。他の多くの多品目消費支出モデルと同じく，今回用いるワーキング
・レッサー体系は同時方程式体系であり，体系全体のフィットを考える際には
通常用いられる決定係数等の指標では不十分である。本稿では同時方程式体
系におけるフィットを検討するための指標の一方法である情報の不正確さ
伽!formation切accuracy)〔23〕を用いてモデルの説明力について検討を行なう。
戦後日本の長期にわたる時系列データ (Shinohara(19〕）を4品目に再分類し
たデークに本稿で用いた需要モデルを適用した例に Finke,Flood and Theil 
〔8〕， Finkeand Th叫〔11〕などがある。データの期間，品目など異なる点は
あるが，可能な部分について比較検討を行なっていくこととする。
本稿の構成は以下の通りである。第2節で分析に用いるモデルの定式化につ
いて考察し，その特性および今回用いていく分析用具について検討を行なう。
第 3節では今回用いるデータの特徴および品目構成についてみる。第4節で実
証結果が述べられる。まず，パラメーターの推定結果，続いて各種の弾力性，
限界配分率，数量・価格指数，また質的•生計費指数などについて考察を行な
ぃ，期間中における日本の家計消費について分析を行なう。さらに，情報の不
正確さの指標を用いてモデル全体のフィットについて，また各品目の需要方程
式のフィットについて分析を行なう。最後に結語，および今回分析が不十分で
あった点が第 5節で述べられる。
第 2節 モデルぉよび分析用具
ワーキング(H.Working)は家計間のクロスセクション・デークを分析するた
めに次のようなモデルを用いた (29〕。その後レッサー (C.Leser)がこのモデ
ルを用いて需要分析を行なった (17)ことから，このモデルはワーキング・レ
ッサー体系（以下，本稿ではW-L体系と略記する）と呼ばれている。
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(1) w戸 aけ紐X i=l, 2, ……, n 
ここで珈=Pゅ/X:第 i財予算比率
か：第 i財価格 q;: 国民一人当たりの第 i財需要量
x: 国民一人当たりの総消費支出額〶溝）
約， {i;: 定数パラメーター
ただし Z珈 =lより Z約=1,Z{i;=O 
このモデルは各財の予算比率を所得の対数値の関数として考えており，パラメ
ークー ct;は X=lの時の予算比率を， {i; は所得が 1彩変化したときの予算
比率の変化分（パーセント表示）を示している％
(1)式において第 i財の限界配分率fJ,=apゅ;axは(2)式で与えられる。加は
所得の推移に連れて変化するので，その動きに伴って限界配分率も変化する。
(2) 8戸 W1+P1
また所得弾力性布は (3)式で与えられ， P,の符号により第 i財が奢俊品あ
るいは必需品であるとの区別がなされる。
(3) 1J1=l+{i;/w1 
なおこのモデルにおいては，品目間での所得弾力性の大小の順は所得が変化し
ても不変である2)0 
(1)式で表されるモデルは分析する消費主体が直面する価格があまり変化しな
1) DeatonとMuellbauerが提唱した AlmostIdeal Demand Syst呻〔3〕
W戸叩+p;ln(X/ P) + Zr ;;lnp; 
lnP=ao+Za;lnP;+ZZr;;lnP;lnP;/2 
において，各財の価格が 1.0となるように単位を選ぶと(1)式が溝かれる。
2) 7/i~7/J であるとする。
この時(3)式より p;/W;~ん／町 よって W戎必w;P;
(1)式より （町+P;lnX)p;~(a;+p曲X)P1
整理すると a戎;~a;P;
この式は所得に依存していないので，所得が変化しても不等号の向きは不変であ
る，すなわち，所得弾力性の大小関係は変わらない。
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い条件の下3)では適切と考えられるが，本稿での分析のように長期にわたる
時系列データを用いる場合には品目間の相対価格に変化が生じると考えられる
ため価格の影響をも考慮する必要があると考えられる。しかしながら，代替効
果をすべて考慮すると推定すべきパラメーター数が非常に多くなる。そこで本
稿ではこの問題を解決するために，その需要体系が基づく効用関数について，
各財の限界効用が他財の需要量に影響されないという選好の独立性の仮定をも
うけて分析を進めることにする。
効用関数に上記のような仮定をおいた下4)での，代替効果をも考慮したw-
L体系は(4)式で与えられる（導出については付録を参照のこと）5)。
(4) 函~(Dq;1 ―DQ,)=/J;DQけ</,(函＋節[p加ーA(元＋かD加］
ここで，函=(Wu-,+wu)/2 DQ,=ぷ函Dq;1
Dqit=lnq;1-lnqu-1 P加 =lnp;~-lnP;1-1
</>, /J; : 定数パラメークー
ここで，¢ は，所得の限界効用の所得弾力性の逆数，すなわち所得の感応性
を示すパラメーターである。 DQ、は各財の予算比率をウェイトに用いた需要量
の対数変化の加重和，ディヴィジア(D滅sia)数量指数である。この値は 1人当
たりの実質所得の対数変化を示し，その動きにより推定期間中の生活水準の推
移を知ることができる。
3)たとえばワーキングやレッサーが分析したような，ある一国内の経済における短期間
のクロスセクション・デークの場合が当てはまると考えられる。
4)この時効用関数は u=Iu;(q;) という加算的な形で表される。 このような仮定をお
いた結果得られる需要関数には様々な強い制約が課される。なお， この体系と同じ
く， 加算的な効用関数クライン・ルービン型効用関数〔16〕に基づく線形支出体系
(LES) 〔20〕と比較するならば，限界配分率や所得弾力性が所得に連動する点，所得
が変化した時に品目間の所得弾力性の順位が不変であるといった点で，本稿で用いる
W-L体系の柔軟さが勝ると考えられる。
5)この時，加法性，同次性などの需要理論の性質はパラメーターに関する線形制約とし
て内包されている。なお，今回推定に用いる(4)式は定差形であり，そこで用いられて
いる予算比率は t-1期と t期の算術平均値である。各種の弾力性や指数を計算して
いく際にも予算比率の値としてこの平均値を用いている。
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(4)式には(1)式と異なり価格に関する項が加わっている。価格弾力性も；は次
式で与えられる。
(5) f;;= -rf,(w;+p;)(w;+P;-ll;;)/w;-(w;+ft;)w;/w; 
妬：クロネッカーのデルク
さて今回用いるデータはかなり長期にわたる時系列デークであり，期間中の
日本における消費生活の変質， 向上ぶりが重要な関心事の一つである。「豊か
さ」を計る指標としては， 上記のディヴィジア数量指数， また， 予算比率で
はなく限界配分率をウェイトに用いたフリッシュ (Frisch)数量指数などがある
が，その他に次に述べる質の指数 (quality切dex)が考えられる C6, 27, 28〕。
生活の質を考える時，いかにして「生活の質」を数値化するかが問題となる
が6), 本稿で用いる質の指数は，消費者の購入バスケットの必需品・奢俊品の
構成度により豊かさ，生活水準の程度を計ろうとするものである。所得弾力性
の値により必需品と奢修品の区別がなされるが，消費者は価格水準が一定なら
ば，その所得が増加するにつれ彼が必需品に比べその消費をより望ましいと考
えている奢俊品を多く購入すると考えられる。ここで，所得弾力性と実質需要
量の対数変化のディヴィジア（予算比率切でウェイト付けした）共分散を考える
ならば，この値は消費者にとってのバスケットの望ましさを示す，生活の質の
一つの定式化と考えることができる”。
(6) Zw;(1J;-l)(Dq;1-DQ1) =Z8;Dq;1―Zw;Dq;,=卵心'tlit
この指数はフリッシュ数量指数とディヴィジア数量指数の差となっており， (7)
式のように 3つの部分に分解される〔28〕。
が (wけ和）2
(7) ふ今Dqit=DQ、z-+rf,Z (Dpit-DP',)+Z (w;-卜P;)W; W; W; Eit 
DPり：フリッシュ価格指数 紐：残差
6)今回用いた質の指数以外に，ヘドニック(hedonic)価格指数を作成する方法〔12〕，各
財の内容に着目してその平均価格を構成する方法〔15,22〕などがあげられる。
7)所得弾力性のディヴィジア平均 (IW;T};)は1である。
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(7)式第 1項は実質所得の効果， 第 2項は代替効果（価格の効果），第 3項は残差
の要因を示していると考えられる。これらの質の指数への寄与度を調べること
により，いずれの効果により生活水準が向上したかを判断することができる。
また期間中の生活水準に関連する指標として，各種の価格指数および生計費
(cost of living)指数の算出を試みる。本来生計費指数を算出するためには，需
要関数の基礎にある効用関数の形が特定化されていなければならないが，クイ
ル (H.Theil)は次のようなある実質所得水準下での真の生計費指数の対数変
化についての近似式を考案した C9, 24〕8) 0 
(8) DP1+R1WP',-DP,)/(l +R,/2) 
DP,: ディヴィジア価格指数
R1:t-l期から t期への実質所得の対数変化
なお， t= 1期の C倍の実質所得水準での生計費を算出するためには， R、の
系列を次のように定義すればよい。
(9) R1 =lnc-DQ1/2, R、=R←1.-(DQ← 1 +DQ1)/2 
第4節では以上に述べた指標を用いて様々な角度から戦後日本の家計行動に
ついて分析を進めていくが，同時に統計学的な見地からこのモナルの説明力に
ついても検討を行なっていく。
さて，この体系はn本の方程式からなる同時方程式体系である9)。 このため
単一方程式に対するモデルの説明力（フィットの良さ）を検討する指標ではモデル
全体の説明力を判断することができない。
同時方程式体系に対するフィットの良さを示す指標としていくつかの手法が
提唱されているが (18〕， 本稿ではクイルが開発した， 情報理論に基づくフィ
8)ここでの近似は所得側で行なわれており，価格はそれぞれt-1期と t期に観察され
たままの水準で判断されている。詳しくは,Th叫〔24)第13・章6節を参照のこと。
9)ただし，推定を行なうために誤差項をつけ加えた際， n本全ての方程式を用いて推定
を行なうと誤差項が特異行列になってしまうため，実際の推定は任意の 1本の方程式
を落としたn-1本の方程式を用いる。この時いずれの方程式を取り除いても推定結
果は影響されないことが知られている〔2〕。
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ットの概念である「情報の不正確さ」 (informationinaccuracy)を用いて今回用
いたモデルの説明力について検討していくことにする (23〕！〇）゜
加えると 1になるn個の正の比率を考え，その銀測値を加理論値を V; と
＾ 表すと， I=v;•ln(v;/む）は観測された比率むを幻で予測したときの正確さの逆の尺度となっている。すなわち， I値が小さいほどモデルのフィットは良
く，完全にフィットしている時（む＝命 foral i)に0となる11)。この Iをタイ
＾ ルは観測値 V;が与えられたときの予測値むの情報の不正確さと呼んだ。時系列デークを用いる際には， 各年ごとに得られる I,(t=1, …,T)の算術平均
I=~I,/T を推定期間におけるこのモデル全体の不確実性の指標とみなすこと
ができる12)。
また，次式のように Iuを定義することにより，モデル全体の不確実性の度
合を第 i方程式により説明される部分に分解することができる (21〕。
＾ ＾ UOl Iu=加一卯+vu•ln(加!vu)1s,この指標は，常に非負で，完全な予測の下で0となる。また， 1についてた
し合わせると Itに等しくなるので，モデル全体の不確実性Itに対する第 i方
程式の寄与度を示すことができる。さらに，この寄与率が与えられた時に期待
10)情報の不正確さは体系内の各方程式の被説明変数の和が1となるような正の比率であ
るモデルに適用することができる。今回用いるW-L体系では，被説明変数はこの条
件を満たしていないが，被説明変数を予算比率に帰着することによって適用が可能と
なる。詳しくは脚注21)参照のこと。
A A A A A 
11) l=Zvi"ln(v;/v1) =Z {街一町＋む・ln(v1/む）}=Z街{v;/むー1-ln(街／む）｝
いま，仮定より．む~o 一般に f(x)=x―1-lnx~o であるから（等号は X=l の時）
A 
l~O (等号は全ての iについてむ＝街の時成立）
12)なお，この値は序数的なものであり何らかの絶対的な基準に従うものではない。
日本のデークを用いて複数のモデル間のフィットの比較を行なった研究に橋本〔13〕
がある。
＾ 13)第 i方程式の不確実性の度合を示す別の指標として.l;,'=V1t・ln(v11/V1t)+ (l -V1t)・＾ 似 (1-加）/(1-加）｝が提唱されている〔7〕。l1t, 11,' とも非負で，完全に予測されたとき 0 となるが• l;,'は iについて加えて
も I,Iこ等しくならない。また，常に 1,;:;;1,'が成立していることが脚注11)と同様
の手法で示される。
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される情報量を示すエントロビーは次のように定義される。
un Ht= -zc1u11,)・ln(Iit/1,)
比は 0~比~ln nの範囲の値をとり， n本の方程式が， Lに同様に寄与す
る場合に最大値 lnnをとり，逆にある特定の方程式に支配されるほど値が小
さくなる。よってこの値を用いることにより，各方程式のあてはまりの良さの
状況を把握することができる。
第3節データ
本稿での分析に用いるデータは，国民経済計算データに基づく1953(昭和28)
年から1989(平成元）年までの37期間にわたる年次デークである。
．品目は新 SNA基準に基づく以下の 8品目に分類されている14)0
1. 食料，欽料および煙草
3. 総家賃および光熱費
5. 医療，保健費
2. 衣服およびはき物
4. 家具，装備品，家庭器具および家計雑貨
6. 輸送および通信
7._レクリエーション，娯楽，教育および文化サービス
8、その他の財貨サービス
この37年間に国民一人当たりの年間総消費額は名目値で55,563円から1,807,
372円へと約32.5倍に増加し，実質値(1985年基準）でも315,699円から1,755,582
円へと5.56倍に増加を見せており，日本経済の飛躍的な成長ぶりを示している。
品目間の比重も，観察期間の37年間に大きく変化を見せている。表1は各品
目の予算比率の推移を示したものである。家計が豊かになるにつれその支出額
14) Finke, Flood and Th叫〔8〕ゃ Finkeand Th叫〔1〕で用いられているShinohara
〔19〕のデークは， 食品，衣服， 住居．その他の4品目に分類されている（ただし．
光熱費は「その他」に含まれている）。期間は1951年から1972年の22年間である。この
ような分類法を用いた場合，本稿で用いたデークは1980年代をも含んでいるため，多
くのサービス品目が含まれる「その他」の比重が近年では50彩を超えてしまう。この
ため，本稿ではよりサービス関連品目を細分し，新 SNAに対応する 8品目分類を用
いた。
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表1 各品目の予算比率の推移
1. 食品 2. 衣服 3. 住居 4. 家具 5. 医療 6. 輸送 7. 娯楽 8. その他
1954 0.516 0.112 0.106 0.067 0.044 0.034 0.055 0.067 
1959 0.442 0.105 0.136 0.061 0.056 0.041 0.081 0.078 
1964 0.351 0.095 0.148 0.094 0.069 0.051 0.089 0.104 
1969 0.314 0.079 0.161 0.079 0.078 ().071 0.096 0.124 
1974 0.283 0.084 0.155 0.076 0.084 0.091 0.090 0.139 
1979 0.248 0.075 0.171 0.062 0.098 0.102 0.088 0.157 
1984 0,229 0.068 0.188 0.061 0.105 0.100 0.097 0.151 
1989 0.204 0.064 0.192 0.061 0.108 0.102 0.102 0.167 
において食費が占める割合が低下することが知られ，この現象の発見者の名前
をとってエンゲルの法則と呼ばれているが，この傾向は日本においても顕著で
あることが表 1よりはっきり見てとれる。食費の比率は1953年には51.9彩であ
ったのが1989年には20、4彩へと激減している。同じく期間中に比率が減じた品
目に， 2.衣服(12.1形→6.4.%)がある。一方， 3.住居，サービスに関する諸品目
(5. 医療， 6.輸送， 7.娯楽， 8.その他）では大きく・比重が増していることが観察され
た15)。なお， 4.家具については期間を通じてあまり変化がみられなかった。
総消費支出デフレークーの期間中の動きを見てみると，全期間の平均対前年
上昇率は4.9696であったが，これは1960年代以降の比較的高水準の動き (1960
~197碑の平均上昇率は6.48.%) に加え，第 1 次•第 2 次石油危機の影響が大き
く働いていると考えられる。 とりわけ，第1次石油危機以降の物価上昇は非常
に激しく， 73年 (10.75.%), 74年(21.06.%), 75年(11.35.%)の 3年間は 2桁の
15) 「住居費」は総家賃，水道費，光熱費の3項目に大別されるが，住居費に対するシェ
アーをみると，水道費は期間中を通じてほぼ一定の割合 (2~3%)を占め．家賃は
上昇，光熱は下降していることが観察される。家賃のジェアーは1953年の63.8%から
漸増し1960年代の中頃に85彩前後に達し，逆に光熱は33.9%から15彩前後に落ち込ん
だ。その後，一時的に2回の石油危機の影響で光熱のシェアーが3~5彩増加するこ
とはあったが，この割合は基本的には維持され続けている。よって，総支出額に占め
る住居費の比重の増加は，総家賃の増加に負うところが大きいと考えられる。なお．
住居，およびサービス関連品目は, 1970年代中期からその比重が大きく増加してお
り，とりわけサービス品目の増加の度合は顕著であった。
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物価上昇率が観察されている。
第4節実証結果
第 3節で述べた 8品目のデータ (1953~1989年）を用いて， (4)式で定義した代
替項を加え選好が独立であるとの仮定をおいたW-L体系に誤差項を加え推定
を行なった。推定手法は SURである。結果は表2にあげたが， fi4以外のパ
ラメーターは有意であった（（）内はt値）16)。 また理論的には ¢<0である 17)
が，この符号条件は満たされていた。
この推定結果を用いて，各品目の各年における所得弾力性，限界配分率の推
移をみるために 5年ごとの値をそれぞれ表3, 4にあげた。¢パラメーターの
値から明かであるが， 1.食品， 2.衣服の 2品目は必需品，他の 6品目は奢俊品
であるとの結論が得られた。各品目の弾力性の推移をみると， 1.食品の所得弾
表2 推定結果
(i, -0.1553 (-14. 50) 
/i2 -0.0194 (-2.48) 
必 0.0215 (2.19) 
/34 0.0105 (1. 00) 
/3s 0.0228 (4.47) 
/is 0.0343 (5. 22) 
/31 0.0269 (4.12) 
Ps 0.0587 (5.56) 
¢ -0. 6480 (-16.18) 
16)このモデルを1951~1972年のデータに適用した時の推定結果は（推定手法：最尤法），
/i1 (食品）＝ー 0.153(0. 013), /i2 (衣服）=O. 004(0. 014), (i3 (住居）=O. 069(0. 014), 
/i4 (その他）=O. 080(0. 015), ¢= -0. 642(0. 096)であった（（ ）内は SE値）〔8,
11〕。
A 17) 付録⑥，⑦式より 2—Pあ炉＝飢 （記号については付録を参照のこと）
;X 
A 訊 =1より ¢=ー昇Pむuii
XI J 
ここでヘシアン行列 u-1は負値定符号であるため，右辺の二次形式の値は負とな
る。一方， A/Xは正であるので，¢ は負であることがわかる。
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表3 各品目の所得弾力性の推移
1. 食品 2. 衣服 3. 住居 4. 家具 5. 医療 6. 輸送 7. 娯楽 8. その他
1954 0.7000 0.8333 1. 2065 1.1538 1. 5459 2.0262 1. 5044 1. 9048 
1959 0.6557 0.8180 1.1636 1.1709 1. 4118 1. 8609 1. 3488 1. 7617 
1964 0.5669 0.8044 1.1485 1.1184 1. 3382 1. 6870 1. 3112 1. 5604 
1969 0.5123 0.7576 1.1339 1.1330 1. 2994 1. 5082 1. 2856 1. 4734 
1974 0.4446 0.7743 1.1363 1.1367 1. 2821 1. 3887 1. 2961 1. 4199 
1979 0.3903 0.7414 1.1255 1.1754 1. 2347 1. 3387 1. 3057 1. 3847 
1984 0.3299 0.7160 1.1149 1.1750 1. 2157 1. 3389 1. 2820 1. 3901 
1989 0.2485 0.6979 1.1123 1.1717 1. 2092 1. 3409 1. 2662 1. 3541 
平均I0.4840 0.7678 1.1392 1.1560 1. 3072 1. 5520 1. 3157 1. 5179 
表4 各品目の限界配分率の推移
1. 食品 2. 衣服 3. 住居 4. 家具 5. 医療 6. 輸送 7. 娯楽 8. その他
1954 0.3622 0.0971 0.1255 0.0791 0.0645 0.0678 0.0803 0.1235 
1959 0.2957 0.0873 0.1528 0.0722 0.0781 0.0742 0.1041 0.1357 
1964 0.2032 0.0798 0.1662 0.0996 0.0902 0.0843 0.1134 0.1633 
1969 0.1631 0.0607 0.1819 0.0898 0.0989 0.1019 0.1212 0.1826 
1974 0.1243 0.0666 0.1791 0.0877 0.1036 0.1226 0.1178 0.1984 
1979 0.0994 0.0557 0.1926 0.0707 0.1199 0.1357 0.1149 0. 2111 
1984 0.0764 0.0490 0.2084 0.0708 0.1284 0.1356 0.1223 0.2090 
1989 0.0514 0.0449 0.2128 0.0720 0.1317 0.1350 0.1280 0.2244 
平均I0.1682 0.0672 0.1799 0.0795 0.1027 0.1072 0.1141 0.1813 
力性が一貫して低下しており， しかもその度合が非常に大きいことが印象的で
ある。多くの品目で所得弾力性は減じており 18), 1. 食品ほどの度合ではない
が， 6.輸送， 7.娯楽， 8.その他などの品目の弾力性の下降ぶりは大きかった。
考察対象となった 8品目のうち4.家具のみ，わずかながらではあるが弾力性が
上昇した。
限界配分率の推移を見ると， 3.住居， 5.医療， 6.輸送， 7.娯楽， 8.その他な
どの品目では大きく比率が上昇していることが観察された。これらの品目では
18) 87J;/8/nX=—⑱ /w沢よりか0の時には所得の増加率の増加につれ必ず所得弾力
性は低下する。
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表5 各品目の価格弾力性（期間中の平均値）
~l1. 食品 2. 衣服 3. 住居 4. 家具 5. 医療 6. 輸送 7. 娯楽 8.その他
1. 食品 -. 4485 -. 0224 -. 0218 -. 0091 -. 0069 -. 0018 -. 0069 -. 0_27 
2. 衣服 -.1664 -.5361 -.0325 -.0135 -.0104 -.0026 -.0103 -.0040 
3. 住居 -.2436 -.0489 -. 7834 -.0198 -、0152 -. 0039 -. 0151 -. 0059 
4. 家具 -. 2473 -. 0497 -. 0482 -. 7672 -. 0154 -. 0039 -. 0153 -. 0059 
5. 医療 :.-. 2757 -. 0554 -. 0538 -. 0224 -.8499 -. 0044 -. 0170 -. 0066 
6. 輸送 ~.3156 -.0634 -.0616 -.0256 -.0197 -.9584 -.0195 -.0076 
7. 娯楽 -. 2807 -. 0564~. 0548 -. 0228 -. 0175 -. 0044 -.8653~. 0068 
8. その他 -. 3171 -. 0637 -. 0619 -. 0258 -. 0197 -. 0050 -. 0196 -. 9656 
表6 自己価格弾力性の推移
1. 食品 2. 衣服 3. 住居 4. 家具 5. 医療 6. 輸送 7. 娯楽 8. その他
1954 -0.6515 -0.5847 -0.8092 -0. 7676 -1.0016 -1.2917 -0.9768 -1.2053 
1959 -0. 5950 -0. 5710 -0. 7916 -0. 7762 -0. 9214 -1.1905 -0. 8871 -1.1223 
1964 -0.4959 -0.5594 -0.7867 -0.7521 -0.8791 -1.0853 -0.8667 -1.0093 
・1969 -0. 4410 -0. 5218. -o: 7830 -0. 7581 -0. 8576 -0. 9796 -0. 8533 -0. 9630 
1974 -0. 3766 -0. 5349 -0. 7835. -0. 7597 -0. 8483 -0. 9121 -0. 8587 -0. 9359 
1979 , -0. 3272 -0. 5093 -0. 7815 -0. 7785 -0. 8240 -0. 8854 -0. 8637 -0. 9190 
1984 -0. 2739 -0. 4902. -0. 7803 -0. 7783 -0. 8150 -0. 8855 -0. 8514 -.0. 9215 
1989 -0. 2041 -0. 4768 -0. 7802 -0. 7766 -0. 8120 -0. 8866 -0. 8434・-0. 9049 
所得の上昇につれてその支出が大きく伸びたことを示している。逆に1.食品，
2. 衣服では限界配分率はいずれも大きく低下しており， 4.家具では期間を通じ
てあまり変化を見せていない。
次に各品目の価格弾力性（期間中の平均値）および自己価格弾力性の推移を見た
結果を検討する。
表5より，各品目間の交差価格弾力性はすべて負となっており，全ての品目
'が互いに代替財であることを示しているが，この結果は今回用いたデークがか
なり大きく集計された品目構成からなっているためと考えられる。しかしなが
らその値は一様に非常に小さかった。このことは今回用いたモデルが選好の独
立性を仮定しているため，他財の価格の影響が及ぽす径路がかなり制限されて
いることを反映していると思われる。
118 
ワーキング・レッサー体系による日本家計の支出行動の分析（橋本） 803 
自己価格弾力性はいずれも負の値をとっており，妥当な結果と考えられる19)。
いっぼうその推移を見ると， 4.家具以外の 7品目では，絶対値でみたときその
弾力性値が小さくなっていることが観察されるが，とりわけ1.食品， 6.輸送，
8. その他などの品目の変化は大きかった。
次に期間中の生活水準の動きを見るために，一人当たり実質所得水準および
質の指数の動きについて検討を行なう。
実質所得の動きは，表7の左半分，欄（ア）～国にまとめられている。欄（ア），（イ）
はそれぞれディヴィジア，フリッシュ数量指数（実質所得の対前年成長率）を，欄
、（ウ），（エ）はその結果を1953年を 100とする指数の形に直したものである。この表
より，ウェイトとして予算比率を用いたディヴィジア指数，限界配分率を用い
たフリッシュ指数，どちらの指数を用いても期間中実質所得が大きく増大した
ことがわかる。成長率がマイナスの値をとったのは1974年のみで，これは第 1
次石油危機の影響と考えられる。 1950年代から石油危機直前の1970年代初頭ま
で実質所得は大きく増加しており，年によっては 2桁の成長率を記録している
こともあった。近年はその当時と比べると値は下がっているものの 2~4%の
堅調な伸びを示しており，期間中を通じての平均成長率はディヴィジア指数で
5.02%, フリッシュ指数で5.74%であった。このような成長率の動きを受け
て， 1953年を基準年とした実質所得の指数は，ディヴィジア指数で5.76倍，フ
19)以上で考察した価格弾力性は貨幣所得を一定にした下での (Cournot)価格弾力性で
ある。この他に所得の限界効用 0)を一定にした場合に対応するフリッシュ価格弾
力性， 実質所得を一定とした場合のスルツキー (Slutsky)価格弾力性が考えられる
〔10,26)。今回考察しているような選好の独立性の仮定の下ではフリッシュ価格弾
力性には交差弾力性は存在しない。またスルツキー自己価格弾力性は負でなければな
らないことが知られている。参考のための各品目のフリッシュ(F), スルツキ.:.cs)
自己価格弾性値（期間中の平均値）を以下にあげる。
I 1. 食品 2. 衣服 3. 住居 4. 家具 5. 医療 6. 輸送 7. 娯楽 8. その他
s -。.3136 -0. 4975 -0. 7382 -0. 7490 -0. 8470 -1. 0057 -0. 8525 -0. 9835 
F -0.2533 -。.4637-0.6058 -0.6897 -0.7612 -0.9017 -0.7557 -。.8084
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表1 一人当り実質所得と生活の質の推移
実 質 所 得 質 の 指 数
変化率 水 準 構成要素
Div(7) isia Fr(イis）ch Div（ウi）sia Fr（エis）ch 変化（オ）率水（力）準 （キ）所得 （ク）代替 （ケ）残差
1954 5.00 6.07 105. 00 106. 07 1. 07 101. 07 0.85 -0.12 0.34 
1955 4.58 5.74 109. 82 112.16 1.15 102. 24 0. 75 -0.14 -0.54 
1956 5.81 6.26 116. 20 119. 18 0. 45 102. 69 0. 93 -0. 34 -0. 14 
1957 6.29 7.07 123.50 127.61 0.78 103.50 〇.99 -0. 03 -0.17 
1958 5.92 6.49 130.81 135.89 0.57 104.09 0. 93 -0.19 -0. 16 
1959 6.77 7.89 139.67 146.61 1. 12 105. 25 1. 05 -0. 16 0.23 
1960 5.88 6.80 147.89 156.57 0.91 106.21 0. 91 -0. 24 0.25 
1961 7.86 9.15 159.52 170.90 1.29 107.59 1. 21 -0. 07 0.15 
1962 9.07 10.37 173.98 188.63 1.30 108.99 1. 38 -0. 1 0.04 
1963 9.88 1. 55 191.17 210. 42 1. 67 110. 81 1. 47 -0. 06 0.26 
1964 9.92 1. 12 210.14 233.83 1. 20 112. 14 1. 47 -0. 02 -0. 25 
1965 4.82 4.76 220.28 244.95 -0. 07 112. 07 0. 72 -0. 07 -0. 72 
1966 7.25 7.90 236.25 264.31 0. 65 112. 80 1. 08 -0. 41 -0. 02 
1967 8.40 9.32 256.10 288.94 0. 92 113. 83 1. 23 0. 03 -0. 35 
1968 8.55 10.45 278.00 319.14 1. 90 116. 00 1. 24 0.15 0.51 
1969 8.27 9.38 300.98 349.09 1.12 117.29 1.19 0.04 -0.12 
1970 6.12 7.47 319.39 375.17 1. 35 118. 88 0.88 0.11 0.36 
1971 4.39 4.98 333.40 393.84 0. 59 119. 58 0. 64 -0.13 0.09 
1972 6.87 7.09 356. 29・421. 75 0.22 119.84 1. 01 -0. 29 -0. 50 
1973 7.06 7.77 381. 43 454. 51 0.71 120.70 1. 04 0. 21 -0.55 
1974 -1. 75 -1. 34 374.76 448.40 0. 41 121. 19 -0.26 0.18 0.49 
1975 3.24 3.21 386.90 462.79 -0. 03 121. 15 0. 47・-0. 24 -0. 26 
1976 2.18 2.15 395.31 472.76 -0. 02 121. 13 0. 32 -0. 07 -0. 27 
1977 2.89 3.31 406.72 488.41 0. 42 121. 64 0.42 -0.16 0.16 
1978 4.06 5.00 423.25 512.82 0.93 122.78 0.60 -0.10 0.43 
1979 5.34 6.23 445.86 544. 77 0.89 123.87 0.81 -0.13 0.21 
1980 0.33 0.31 447.33 546.46 -0. 02 123. 84 0. 05 -0.12 0.05 
1981 0.93 1. 14 451. 51 552. 71 0.21 124.10 0.15 0.02 0.04 
1982 3.88 4.16 469.02 575.72 0.29 124.46 0. 61 -0. 12 -0. 21 
1983 2.48 3.08 480.65 593.47 〇.60 125. 21 0.39 0.09 0.12 
1984 2.12 2.96 490. 84 611. 05 0.84 126.26 0.34 0.11 0.39 
1985 2.67 3.08 503.94 629.84 0.41 126.77 0.43 0. 02 -0. 04 
1986 2.51 3.17 516.60 649.83 0.66 127.61 0.41 0.05 0.20 
1987 3.42 3.76 534.26 674.25 0.34 128.05 0. 57 -0. 03 -0. 21 
1988 3.98 4.66 555.51 705.68 0.69 128.92 0.67 0. 04 -0. 03 
1989 3.76 4.30 576.40 735.98 0.53 129.61 0.64 0. 04 -0.15 
平均 I5.02 5. 741 I 0.72 I 0. 77 -0. 06 0.02 
（注）各欄の数字（欄（ウ），（エ），佑）以外）は，実際の数字を100倍したものである。
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リッシュ指数で7.36倍に達している。
表7の右半分は，第2節(6)式で定義される質の指数，および(7)式で表される
その要素分解の結果である。欄~)より， 第2節で考えた生活の質の上昇率は
1965, 1975, 1976, 1980年の4年間にのみ若干のマイナス値を記録している。
これはそれぞれ，東京オリンビック直後の不況時，第 1次および第2次石油危
機の期間と対応していると考えられる。それ以外の年には毎年 1彩前後の上昇
がみられ，この上昇率をもとに1953年を 100とする指数を作成すると（欄切）），
必需品と奢修品の消費バスケットにおける構成比からみた生活の質は， 1989年
には129.6という値を示した。また，この質の指数の動きを所得・代替（価格）
・残差の 3つの効果に分けてみると（欄{'f-)~(ケ）），各年を通じて所得の効果が非
常に大きく，価格の効果は相対的にみて小さいことがわかる。例えば，期間中
の平均値でみると，質の指数の上昇率0.72は所得の効果0.77, 代替（価格の）効
果ー0.06, 残差分0.02に分割される。よって，期間中の堅調で持続的な生活の
質の向上は，実質所得の伸びに依存するところが非常に大きいと考えられる。
次に価格指数の動きを検討する。表8は期間中におけるディヴィジア，フリ
ッシュ価格指数，そして生計費指数の変化率および1953年を基準とした時の指
数の動きを示している。なお，第 2節(8), (9)式で定義される生計費指数の近似
はある実質所得水準を固定した下で，価格が変動した際に以前と同様の効用水
準を維持するために必要な支出額に関する評価であるので，ここでは(9)式の C
を1, 3, 6とした 3ケースについて検討を行なった20)。いずれの指数の動き
を見ても，上昇率でみるならば（欄切-~)). 1960年代の前半， 1973~1976年，
そして1980年の値が大きかったことがわかる。これらはそれぞれ高度成長にと
もなうインフレの時期，第 1 次• 第2次石油危機の時期に当たっている。この
ような上昇率の動きにともない，水準でみるならば，観察期間中の価格の動き
は欄渕～（コ）にあげるような動きを示した。いずれの指数を用いても1953年水準
20)表7(ウ）欄の DQ,値より， C=1は1953年， c=3は1970年前後， C=6は銀察期間の
終り頃の実質所得水準で評価を行なっていることになる。
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表8 価格指数および生計費指数の推移
変 化 率 水
価格指数 生 計 費 価格指数
Div切isiaFr（イis）ch C（ウ=）l （エ） は） Div佑i）sia Fr（キis）ch C=3 C=6 
1954 3.66 3.77 3.66 3.74 3.76 103.66 103.77 
1955 1. 41 2.05 1. 36 1. 84 2.00 105.12 105.89 
1956 0.85 1. 41 0.77 1. 22 1. 36 106.01 107.39 
1957 1. 87 1. 99 1. 85 1. 94 1. 98 107. 99 109. 52 
1958 -0.03 0.32 -0.12 0.18 0.27 107.97 109.87 
1959 0.98 1. 34 0.85 1.18 1. 28 109.02 111.34 
1960 6.48 7.28 6.11 6.90 7.14 116. 08 119. 44 
1961 4.90 5.02 4.83 4.96 5.00 121. 77 125. 44 
1962 5.59 5. 71 5.50 5.64 5.68 128.57 132.60 
1963 5.79 5.82 5.76 5.80 5.81 136.02 140.32 
1964 4.02 4.10 3.94 4.05 4.08 141. 49 146 .08 
1965 5.88 6.00 5.72 5.91 5.96 149.81 154.84 
1966 5.08 5.68 4.17 5.21 5.46 157.41 163.64 
1967 4.10 4.06 4.17 4.10 4.08 163.87 170.29 
1968 5.11 4.77 5.82 5.08 4.92 172.24 178.41 
1969 4.77 4.64 5.08 4. 77 4.70 180.46 186.69 
1970 7.55 7.27 8.35 7.58 7.42 194.09 200.27 
1971 6.25 6.54 5.35 6.21 6.38 206.22 213.36 
1972 5.52 6.20 3.08 5.38 5.80 217.61 226.60 
1973 10.11 9.66 12.01 10.25 9.95 239.61 248.48 
1974 19.40 18.73 22.34 19.61 19.17 286.09 295.03 
1975 10.72 11.04 9.28 10.62 10.83 316.77 327.60 
1976 8.95 9.01 8.67 8.93 8. 97 345.12 357.12 
1977 7.12 7.51 5.10 6.96 7.24 369.69 383.96 
1978 4.58 4.92 2.63 4.41 4.67 386.61 402.86 
1979 3.37 3.79 0.72 3.15 3.47 399.64 418.13 
1980 7.14 7.29 6.12 7.05 7.17 428.17 448.60 
1981 4.31 4.25 4.76 4.35 4.30 446.63 467.66 
1982 2.58 2.96 -0.26 2.38 2.65 458. 14 481. 48 
1983 1. 95 1. 67 4.24 2.14 1. 90 467.08 489.54 
1984 2.37 2.02 5.50 2.63 2.32 478.16 499.44 
1985 2.17 2.28 1.15 2.09 2.19 488.56 510.83 
1986 0.68 0.63 1. 13 0.71 0.67 491. 86 514. 07 
1987 0.36 0.55 -1.88 0.19 0.37 493.64 516.89 
1988 0.22 0.13 1. 47. o. 30 0.21 494.71 517.55 
1989 1. 67 1. 62 2.46 1. 72 1. 67 502.95 525.93 
平均14. 65 4. 1si 4. 49 4. 10 4. 75 I 
（注）欄切～（オ）の数字は，実際の数字を100倍したものである。
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準
生 計 費
（ク） （ケ） （コ）
C=l C=3 C=c=6 
103.66 103.74 103.76 
105.07 105.65 105.84 
105.88 106.93 107.28 
107.83 109.01 109.40 
107.70 109.21 109.69 
108. 61 110. 50 111.10 
115. 25 118. 12 119. 04 
120.81 123.98 124.98 
127.46 130.98 132.09 
134.81 138.58 139. 77 
140.11 144.19 145.47 
148.13 152.71 154.13 
154.30 160.66 162.55 
160.73 167.24 169.18 
170.08 175.74 177.51 
178.72 184.13 185.86 
193.65 198.07 199.65 
204.0l 210.38 212.38 
210. 28 221. 70 224. 69 
235.54 244.42 247.05 
288.17 292.35 294.41 
314.92 323.39 326.29 
342.22 352.26 355.56 
359. 67 376. 78 381. 30 
369. 11 393. 41 399. 11 
371. 77 405. 79 412. 96 
394.51 434.41 442.57 
413. 29 453. 31 461. 60 
412.20 463.90 473.83 
429.68 473.83 482.86 
453.30 486.29 494.06 
458.52 496.46 504.87 
463.71 500.00 508.27 
454.95 500.97 510.17 
461. 65 502. 49 511. 26 
473. 01 511. 11 519. 78 
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表9 推定期間中の情報の不正確さの推移
IN 他そのエント1食品 2.衣服 3.住居 4.家具 5.医療 6.輸送 7.娯楽 8. ロヒ°―
1954 401. 36 0.55 26.06 1. 24 20. 80 36. 79 3.41 3.46 7.69 1.56 
1955 371.89 0.17 36.60 0.58 1. 38 43. 29 0.13 8.07 9. 78 1. 27 
1956 1475.31 0.12 9.11 1. 36 51. 70 0.93 0.51 34.04 2. 24 1.15 
1957 233.66 2.01 15.68 7.44 19.19 6.24 6. 23 17. 44 25. 78 1. 88 
1958 382.88 0.01 12.61 5.06 56.11 0.05 1. 77 0.14 24. 25 1.17 
1959 401. 23 1. 07 0.01 36.47 6.66 0.06 0.59 36.49 8. 65 1.41 
1960 1019.28 20.58 36.72 5.50 23.09 13.55 0.46 0.12 1.49 
1961 1190.53 6.18 1. 55 0.08 62.43 10.01 3.25 15.73 0. 76 1. 21 
1962 742.66 0.18 0.08 2.05 4.64 5. 93 39. 67 1. 37 36. 09 1. 39 
1963 381. 70 1.16 8.99 34.24 9.50 2.36 35.25 4.78 3. 72 1. 58 
1964 1085.68 0.04 16.42 2.44 45.07 0.34 4. 48 . 4.27 26. 94 1. 40・ 
1965 852.43 10.92 3.07 16.30 35.16 2.05 8.53 3. 35 20. 62 1. 74 
1966 470.30 9.84 15.21 0.37 12.73 1. 57 0. 58 26. 69 33. 01 1. 61 
1967 167.95 33.27 4. 61 1. 44 8.62 1.65 25.45 5. 79 19.17 1. 68 
1968 394.67 2.93 0.36 5. 44 17. 46 0.05 32.56 3. 21 37. 98 1. 43 
1969 227.21 4.67 2.38 3.45 3. 54 1. 66 35. 02 0. 57 38. 72 1. 48 
1970 393.35 1. 65 0.60 0.69 8.96 47.43 29.09 11.59 1.31 
1971 179.47 4. 81 21. 72 13. 65 52. 06 3.76 1. 52 2. 48 1. 37 
1972 146.65 34.50 9.05 34.12 0.58 1.24 17.97 0.77 1. 79 1. 45 
1973 596.07 3. 68 32. 04 1. 66 9.14 6.61 7.71 26.80 2. 37 1. 77 
1974 811. 24 0.41 16.94 0. 13 14. 06 41. 07 25. 59 1. 63 0.18 1. 40 
1975 1352.02 4.19 0.15 0.03 72.41 10.76 7.24 5.13 0.09 0.97 
1976 298.01 0.12 13.29 16.91 4.74 0.10 5.75 4. 05 55. 02 1. 35 
1977 335.27 0.43 37.44 16.83 26.78 3.73 6.07 7.11 1. 61 1. 59 
1978 242.66 12.61 0.81 5.35 25.44 5.18 0.56 4. 88 45.16 1. 49 
1979 194.23 3.78 5.82 32.16 1. 37 21. 42 35. 46 1. 41 
1980 409.29 2.92 0.13 47.63 23.29 7.91 2.27 0. 48 15. 37 1. 40 
1981 226.95 0. 09 31. 00 28. 07 12. 06 12. 16 0.04 1. 64 14. 95 1. 59 
1982 159.39 1. 84 12. 51 20. 89 12. 00 10. 86 13. 31 14. 27 14. 31 1. 98 
1983 55.22 4.49 19.92 1. 80 21. 52 21. 88 0. 71 4. 65 25. 03 1. 72 
1984 163.07 26.33 0.21 9.06 9.99 4. 09 15. 61 31. 35 3. 35 1. 71 
1985 107.93 0.76 0. 70 0.24 9.18 10.84 55.02 2. 14 21. 09 1. 29 
1986 83.94 4.43 1. 41 14. 83 3.44 10.60 13.92 8. 89 42. 48 1. 69 
1987 36.45 27.20 0.06 0.31 2.31 5. 76 41. 14 18. 68 4. 56 1. 45 
1988 47.12 8.92 38.20 0.25 1. 28 4.36 42.00 0.29 4. 71 1. 32 
1989 64.21 12.78 1.85 2.01 3.24 62.84 15.36 1.05 0. 90 1. 20 
平均 I436.15 7. 21 1. 87 9. 83 20. 08 10. 01 14. 40 10. 00 16. 61 1. 47 
（注） IN値は実際の値を 1Q6倍， 1.食品~8.その他までの数字は102倍（パーセント表
示）したもの。ーはその値が非常に小さく 0に近かったことを示す。
0~ エントロピー値~In 8, In 8号2.08
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に比して物価水準は 5倍前後にまで上昇していることがわかる。
さて，次に，今回分析に用いたW-L体系のフィットの良さについて，情報
の不確実さの概念を用いて判断を行なう21)0 
表9より，モデル全体のフィット (IN欄）を検討すると， 1956,1960, 1961, 
1964 (・65), 19 (74・） 75年のフィットが悪いことが銀察された。年によりど
の品目がその要因であるかは一概には言えないが，いずれの年においても4.家
具の悪影響が大きいことが観察される。なお，全体としてのフィットが悪い年
以外を見るならば， 8.その他， 6.輸送のフィットが悪いことも頻繁に観察され
た。しかしながら，各品目で一時的あるいは一定期間フィットが悪いことがあ
っても，その影響は単発的に起こっており，全体としてみるならばある特定の
品目によって不確実性が増すということは銀察されず，その結果エントロビー
値はわりあい高い（最大値により近い）値を示しており，相対的にみるならば各品
目の需要方程式のフィットは悪くはなかったと考えることができよう。
第5節 結語および残された課題
本稿では， 1953年から1989年にわたる長期の時系列デークを用いて，価格効
果をも考慮したW-L体系により，戦後の日本の家計の支出行動について検討
を行なった。
経済の成長にともない，とりわけ，食品，衣服といった必需性の高い品目の
比重が軽くなっていることが観察された。また，数量指数，価格指数の推移な
21)脚注10)で述べたように，情報の不正確さを計算するためには，モデルの被説明変数
は合計したとき 1となるような正の比率でなくてはならない。本稿の分析では以下の
＾ 方法で予算比率 Witおよびその推定値 Witの計算を行なった〔11〕。W1t'= Wit-1 +wi,(P加ーDP1)+知 ただし加は(4)式の被説明変数
＾ ＾ W1t'=W1t-1+W1t(DP;、-DP1)+Y1tさらに完全に合計が1となるように調整を行なう。
W1t=W;// Iw1t' 
A A A 
W1t=W;//Iw;t' 
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どを検討した結果，堅調で持続的な日本の消費社会の成熟ぶりが示された。一
方，いずれの指標を用いても第 1 次•第 2 次石油危機が大きな影響を与えてい
ることが明かとなった。特に第 1次石油危機のマイナス効果は非常に大きかっ
たが，その後第2次石油危機のため減速されることはあっても， 1980年代にか
けても緩やかではあるが持続的な成長ぶりが観察された。
なお，情報の不正確さを用いての今回分析したW-L体系のフィットを検討
したところ，時期により，また品目により部分的に当てはまりが悪い場合もあ
ったが，おおむね各品目の需要方程式の当てはまりはよかったと考えられる。
しかしながら，本稿での分析では不十分であった点も多い。以下列挙して，
今後の課題としたい。
(1) 本稿で用いたモデルは，各財の選好が独立であるとの仮定をおいて導出
されている。この仮定によりモデルが単純化され，各種の指数による生活水準
の比較等が可能となったが，脚注4)でも述べたようにこれは非常に強い制約
を消費行動に課す仮定である。今後はこの仮定が妥当であるかについての仮説
検定を考えるとともに，この仮定をはずしたモデルの推定をも考えるべきであ
ろう。
また本稿のモデルは加法性・同次性といった需要理論の性質を内包していた
が，これらの性質は本来成立しているかどうかを検証すべき対象であると考え
られる。併せて今後の課題としたい。
(2) 今回用いた推定法は SURでありこれは最尤法に帰着するが，これらの
方法による推定値は，とりわけ対象とする品目数が多い時無視することのでき
ないバイアスを持つことが知られている〔25〕。クイルらは，別の推定法とし
て操作変数法，あるいは minimuminformation estimation method (情報の不
正確さを最小にするように推定値を定める手法）を提唱しており， bootstrapping法
〔4)による実験の結果それらの方法が最尤法に勝り得る有望な方法であるこ
とを示している〔8,11〕。今後これらの手法の適用も考慮する必要があろう。
(3) 今回の分析の結果，とりわけ第 1次石油危機の日本経済への大きな影響
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が示された。この時期を契機に大きな構造変化が起こっている可能性があり22),
その点に考慮したより詳細な分析を今後行っていく必要があろう。
付録需要方程式 ((4)式）の導出
第 i財の需要量 q,を総消費額（所得） X と各財の価格 P1,……，加の関数
として考える。
① q, 可 ex,p, …. ,pn) 
これを全微分すると
aq n a 
Rdq戸一上dX+s一q, 
ax I ap1 
dp; 
両辺にかIXを乗じ，予算比率 w戸 PゅIXを用い整理すると，次式のよう
な対数微分式が得られる。
③ w,dlnq、珈q,・= dlnX+s-Pあ 8q;ax i X• aj; dlnP1 
さて，第 i財需要量の第 j財価格に関する偏微分について次のような関係
が知られている〔1〕。
④ 
aq; ,i aq; aq1 aq; 
叩 =,l砂―町眈瞑取―瞑・q;
(,l : 所得の限界効用.uij: u-1 の第 ij 要素• U: 効用関数のヘシアン行列）
④を③へ代入し，整理すると，
⑥ W;dlnq戸符 [dlnX-swidln柘］
+s ,ipゎu'1 ,i; X ap;q; 竺卑
j (x -a,i;ax ax ax)dtnpj 
⑥式の右辺第 1項は，第 i財の限界配分率O;=apゅ;ax,ディヴィジア数量
指数 dlnQ=Sw;dnq;=dlnX -sw idln如を用いると， 8;dlnQと表される。
一方，所得の限界効用の所得弾力性の逆数（以下，所得の感応性と略す）¢,81;,81 
をウェイトに用いるフリッシュ価格指数をそれぞれ⑥，⑦, ⑧式のように定義
22)他のモデルを用いた場合にも構造変化が明確に観察されている〔14〕。
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すると，⑥式の右辺第2項は紐(8;;-8;8;)d!nP; =¢Z8;;(d!np;-d!nP) と表す
ことができる。
⑥ <P ==。心贔＝（嘉告）―I<O 
R 8;;""'嘉知ui, ここでが8;;=8;
⑧ d!nP==Z8;dlnp; 
よって⑥式は次のように変換される。
⑨ w;d!nq;=8;dlnQ+¢ ~8;;d!n(P;/P) 
さて各財の選好が独立に行なわれる場合，すなわち第 i財の限界効用が第 j
財の需要量に依存しない場合を考える (i=fj)。この仮定の下ではヘシアン行列
Uおよびその逆行列は対角行列となり (u;;=O for i=f j), ⑦式で定義される 8;;
について 8;=O (for i=f j), 8; =8; となる。
この時⑨式は次のように簡略化される23)0 
⑩ w;d!nq;=8;dlnQ+¢8;dln(pJP) 
この式を定差型に直すために， W;を盃戸(wu-1+wit) /2に， dlnq;をDqu=
lnqu -lnq;1-1に， d!nQをDQ1== i盃,DquIこ,8; を玩＋佑に， dinかをDp;,
に置き換えると，
⑪ 砿(Dq;,-DQ,) = f];DQげ¢(砿＋か[p加ーZ(W;1+ん）D加］
⑪式は各財の選好が独立と仮定した下での，代替効果をも考慮したワーキング
・レッサー体系である。 この時推定すべきパラメーターは，瓦佑=0という制
約により n-1個のかと¢ の合計n個となる24)。なお定差型に置き換えたた
め定数項は消えている。
23)なお，スルツキー行列の要素冗ijが冗1;=¢(O;;a11ー O;む）， a1;:クロネッカーのデ
ルタ と表されることを用いると⑨式は W;dl呵;=01d!nQ+Z冗11dlnP;と表され．こ
の式を直接定差型になおすとロッテルダム・モデルが得られる。
24)この点は．⑪式で表わされるワーキング・レッサー体系と本文脚注 1)で述べた
AIDSとの大きな相違点である。 AIDSの価格項は煩雑な形をしており，そのパラメ
ーターの個数はが個である。
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ここで Zw;=l,ZP;=Oという制約を考慮して，⑪式の右辺第2項の[ J 
内を書き直すと，本文(4)式が得られる。
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